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募集時及び採用時の
労働条件の明示方法

所得税の定額減税のポイント

【異動の季節】 4月は人事異動が多い月。アート引越センターのシンクタンク「0123引越文化研究所」が「転

勤実態アンケート2023」で企業の総務や人事担当者に人事異動を実施する月を尋ねたところ、 4月が68.0%

と最も多く、次いで10月が36.3%でした。日本は3月や9月を決算期にしている企業が多く、新しい期に合

わせて人事異動が行われる傾向が見てとれます。また、異動に伴う転勤に本人の希望や意思を反映している

か、という問いに対しては448%が「反映している」と答えました(「かなり反映」と「どちらかといえば反

映」の合計)。政府はダイバーシティ経営を推進する上で転勤制度を課題に挙げていますが、 1999年の同回答

が22,6%であったことを踏まえると、企業のダイバーシティ化が前進していることがわかります。



4月から労働条件の明示のルールが変更

募集時及び採用時の労働条件の明示方法
2024年4月1日から、求人の際や労働者との労働契約の締結、有期労働者との労働契約更新に

伴う労働条件の明示方法が変わります。そこで今回は、見直しが必要となる求人時の募集記載の

仕方及び労働契約書の追加事項について確認します。

求人募集に伴う

労働条件の明示事項の追加

求人企業・職業紹介事業者等が

労働者の募集を行う場合及び職業

紹介を行う場合等には、募集する

労働者に係る労働条件の明示が必

要ですが、 2024年4月l日から

は以下の事項についても明示する

ことが必要となります。

(①従事すべき業務の変更の

範囲

②就業場所の変更の範囲

③有期労働契約を更新する

場合の基準(通算契約期間、

更新回数の上限を含む)

①、 ②における「範囲」とは、雇

入れ直後にとどまらず、将来の配

置転換など今後の見込みも含め、

採用後に締結する労働契約の期間

中において予測できる変更の範囲

をいいます。

したがって、今後はハローワー

ク等への求人の申込みや自社ホー

ムページでの募集、求人広告の掲

載を行う場合は、求人票や募集要

項において、少なくとも上記①-

③の労働条件を明示しなければな

りません。ただし、求人広告のス

ぺ」スが足りない等、やむを得な

い場合には「詳細は面談時にお伝

えします」などと付した上で、労

働条件の一部を別途のタイミング

で明示することも可能です。この

場合、原則として面接などで求職

者と最初に接触する時点までに、

すべての労働条件を明示する必要

があります。

また、面接等の過程で当初明示

した労働条件が変更となる場合

は、その変更内容を明示する必要

があります。

なお、募集等の時点で今後の変

更の見込みが具体的に想定されて

いない場合や、有期雇用労働者

の募集で契約更新後の期間中に変

更が生じる可能性がある「就業場

所及び業務の変更」については明

示対象事項には含まれません。ま

た、変更の範囲が見込まれないも

のについての明示は不要です。

労働契約締結時における

労働条件の明示事項の追加

労働基準法上、使用者は労働契

約締結時に労働条件通知書等によ

り労働条件を明示しなければなり

ません(第15条)。

これについても2024年4月1

日以降、前述①へ③の内容を労働

条件通知書等に明示しなければな

らない事項として追加されまし

た。これらの事項の明示は労働契

約の締結時のほか、有期労働契

約については契約を更新するタ

イミングごとに、すべての労働者

(パート・アルバイト・契約社員、

派遣社員、定年の再雇用者をど)

が対象となります。

就業場所・業務変更の範囲

今回追加となる「就業場所・業

務の変更の範囲」とは、前述の通

り、雇入れ直後に加えて当該労働

契約の期間中に「通常就業すべき

場所」及び「通常従事する業務」と

して命じる可能性が想定され得る

場合のことを指します。

したがって、将来的に配置転換

や在籍型出向等が想定されるので

あれば、就業場所の変更の範囲に

含まれます。しかし、あくまで一

時的な就業場所及び業務の変更、

臨時的な他の部門への応援業務、

出張、研修などは変更の範囲に含

まれません。

また、前述の募集時と同様に、

有期労働契約の場合は、当該契約

期間中に就業の場所及び業務の変

更の範囲に変更がある場合に限ら

れ、更新後に変更を命じる可能性

のあるものについて明示すること

まで求められているものではあり

ません。

テレワークについては、労働者

がテレワークを行うことが通常想

定されている場合には、テレワー

クを行う場所が就業の場所の「変

更の範囲」に含まれますが、一時

的に行う場合は含まれませんので

明示の必要はありません。変更の

範囲に含まれる場合、労働者の自

宅やサテライトオフィスなど、テ



雇入れ直後 変更の範囲 

就業の場所 本社 
(例1)会社の定める支店又は営業所 

(例2)会社の定める場所(テレワークを行う場所を含む) 

従事すべき業務 ***の業務 
(例1)会社の定める業務 

(例2)すべての業務への配置転換あり 

雇入れ直後 変更の範囲 

就業の場所 本社 都内営業所 

従事すべき業務 ***の業務 経理又は総務の業務 

レワークが可能な場所を明示する

ことになります。

有期労働契約における

更新条件の明示事項の追加

有期雇用契約の労働者には、新

たに契約更新上限(通算契約期間

または更新回数の上限)の有無と

内容を明示しなければなりませ

ん。更新上限の有無とは、例えば

「契約期間は通算5年まで」 「更新

5回まで」などです。

また、最初の契約締結時より後

に更新上限を新たに設ける場合

や、最初の契約締結時に設けてい

た更新上限を短縮する場合(例え

ば、通算契約期間上限5年から3

年に、更新回数上限3回から1回

になど)においては、更新上限を

新たに設ける理由または短縮する

理由を、事前に対象者に説明しな

ければなりません(図表赤字部分

参照) 。

加えて、明示のタイミングは、

入社時・有期労働契約時だけでな

く、契約更新のたびに更新回数の

上限を明示することになるため、

注意が必要です。

無期転換申込機会の

書面への明示

同一企業との間で有期雇用契約

労働者と雇用期間が5年を超えて

更新された場合、有期雇用契約労

働者からの申込みにより、期間の

定めのない労働契約(無期労働契

約)に転換されることになります。

今回の改正によって、この「無

期転換申込権」が発生する更新の

タイミングごとに、無期転換を申

込むことができる旨(無期転換申

込機会)の明示が義務付けられま

した。したがって、仮に無期転換

申込権の発生後、無期転換の申込

みを受けずに有期労働契約を更新

した場合においても、その後の更

新のたびに「無期転換申込機会」の

明示が必要となります(図表赤字

部分参照) 。

さらに無期転換後の労働条件が

有期雇用契約時とどのように変更

になるのか、短期転換後の労働条

件の明示も契約更新の都度、同時

に行わなければなりません。


